


「認知症」というと高齢者の病気と思われがちですが

65 歳未満でもなることがあります

若いのに「認知症」と言われたらどうでしょう

まだ　現役で仕事をしています

配偶者も若く　仕事をしている方もいます

子供も独り立ちしていないかもしれません

「若年性認知症」と診断され　治療が始まっても

不安や焦りは消えるどころか

ますます大きくなってくるでしょう

どうしていいのか　わからない

どこに　だれに相談したらいいのか　わからない

どうか　この冊子に目を通してください

あなたがたに安心していただくためのハンドブックです

はじめに







　本ハンドブックの作成に当たっては、学識経験者、産業医、産業保健相談員等で構成する「産
業医等に対する若年性認知症普及促進検討委員会」を設置し、各委員からご意見をいただくと
ともに、それぞれの専門分野について執筆していただきました。
＜平成29年11月改訂版発行に当たって＞
　都では平成24年に東京都若年性認知症総合支援センター、平成28年に東京都多摩若年性認
知症総合支援センターを設置し、若年性認知症の人やご家族、企業など関係機関からの相談を
受け付けています。
　また、平成24年から、相談員による専門医療相談や鑑別診断などを行う認知症疾患医療セ
ンターを全区市町村（島しょ部を除く）に整備する取組を進めています。
　今回の改訂では、これらの相談機関や家族会、デイサービスなど社会資源の情報を追加・修
正しています。

は じ め に

　いわゆる「現役世代」である65歳未満で発症する若年性認知症には、高齢者の認知

症とは違った様々な深刻な問題が存在しています。若年性認知症は、働き盛りに発症す

るために、本人や家族が被る経済的損失、心理的衝撃は計り知れません。

　近年、認知症についての市民の理解、医療やケア・行政等における取組みの進展は目

覚ましいものがありますが、若年性認知症については十分な対策が取られていないのが

現状です。

　このため、東京都（以下、都）では、認知症になっても認知症の人と家族が安心して

暮らせるまちづくりの推進を目的として設置している「東京都認知症対策推進会議」の

もとに「若年性認知症支援部会」を設け、平成22年3月に報告書をまとめました。

報告書では、若年性認知症に特有の課題を踏まえ、

・本人・家族への情報提供や相談体制の充実

・早期診断に向けた普及啓発や情報提供、かかりつけ医等の対応力向上、医療と福祉の

　連携

・介護保険サービスにおける円滑な受入れと提供されるサービスの向上

・認知症の進行程度に応じた就労支援

・本人・家族、相談窓口職員、企業等に対する利用可能な経済的支援制度の周知

　など、様々な面からの支援を提言しました。また、現在、都も報告書に基づき、様々

な取組を行っています。

　このハンドブックは、都のこうした取組の一環として、企業・団体の人事・労務担当

者、産業医、さらには職場の管理職等が、若年性認知症に対する理解を深めることによ

り、若年性認知症の人を早期に発見し、関係者の連携のもとで、就労継続をはじめとし

た様々な支援に取り組んでいただくために作成したものです。

　このハンドブックが、職場における若年性認知症の理解を促進し、若年性認知症のご

本人やご家族が、少しでも早く、そして、適切な支援を受けられるようになることを願っ

ています。
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